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序　はじめに
　近年，中小小売業をめぐる環境は，バブル崩壊後の景気後退期を通じて，個人消費の伸び悩みと
急速な消費者ニーズの変化によって一段と厳しいものとなっている。それに加えて規制緩和の実施，
道路交通体系の拡充，都市構造自体の変化等が，地域商店街や中小小売店に大きな影響を与えてい
る。このような中にあって，商店街と大型店とが共存共栄を保ちつつ地域商業の活性化に取り組ん
でいくことが，わが国の小売商業政策からみてもより重要な課題となってくる。
　既存商店街への大型店の出店は，中小小売店にとって脅威となる面もあるが，大型店の持つ集客
力を通じて商業集積全体の活性化につながる面もあり，大型店が商店街の核として存在し，これを
機軸に繁栄している商店街が全国各地に多くみられる。
　また，規制緩和の実施が，中小小売店にとっては，ニュービジネスのチャンスとして捉え，地域
商店街の活性化に向けた積極的な対応をおこなうことが必要になってくる。このため中小小売店は，
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社会変化や消費者ニーズの変化を的確に捉え，21世紀に向けて地域に根ざした事業活動を中心と
した意欲的な店舗経営をおこなっていく必要がある。
　本論では，このような状況を踏まえて，第1章では，中小小売店の現状を分析し，第ll章では，
中小小売店の政策と課題について検討を加えた。また，第田章では，1994年5月1日施行された
大店法に係る規制緩和の実施内容について解説し，第IV章では，商店街における中小小売店の活性
化について考察して，今後の展望について提言をおこなったものである。
1　中小小売店をめぐる状況
　1．消費者ニーズの変化
　わが国の小売業は，景気低迷の影響を強く受けて全般的な売上高が落ち込んでいる傾向がみられ
る。1993年の中小企業庁が実施した「小売業実態調査」によると，小売業経営者が感じる消費者
ニーズは，①品質重視の傾向，②細分化・個性化の傾向，③低価格品志向の傾向，④実用品志向の
傾向，⑤小口化の傾向，⑥娯楽・レジャー志向の傾向等が顕在化していると考えている（図表1－
1－1）。
　すなわち，消費者ニーズは，①より良いものをより安く買い物をしたい，②さまざまなライフス
タイルに合わせてより便利に買い物をしたい，③選択的な商品をより豊富な品揃えの中から選び買
い物をしたい，④より快適に楽しみながら娯楽やレジャーの機会を持ちつつ買い物をしたい等のさ
まざまな志向をもっていることがあげられる1）。
　このように，消費者は，個々人や世帯によって選択の幅が広く，多様な商品の中から個別に選択
される等，多面的な顔を持っており，購買行動が個性化・多様化していることがわかる。このため
図表1－1－1
品質重視の傾向
細分化・個性化の傾向
低価格品志向の傾向
実用品志向の傾向
小口化の傾向
娯楽・レジャー志向の傾向
流行重視の傾向
文化・教養志向の傾向
地球環境保護の傾向
クレジット利用の傾向
顧客接待を嫌う傾向
高級品志向の傾向
大量消費の傾向
小売業経営者が感じる消費者ニーズ
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資料：中小企業庁「小売業実態調査」1993年12月。
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小売店では，差別化商品を開発し，多様な販売方法で，消費者ニーズに応えようと努力する。それ
がさらに消費者の個性化・多様化に拍車をかけることになる2）。
　2．交通体系と都市構造
　東京圏，大阪圏，名古屋圏のいわゆる三大都市圏をはじめ，地方圏にある地方都市においてもそ
の郊外への発展が著しい。そのため都市交通による移動は不便になり，車が日常の生活の足として
図表1－2－1　開設年別立地SC数
1970年
@以前
1971年～
@1975年
1976年～
@1980年
1981年～
@1985年
1986年～
@1990年
大都市 27 24（51） 26（77） 9（86） 23（109）中心
､業
n域
中都市 53 44（97） 54（151） 45（196） 44（240）
小都市 26 49（75） 74（149） 40（189） 40（229）
小　計 106 117（223）154（377）94（471）107（578）
周辺商業地域 43 63（106） 75（181） 90（271） 85（356）
郊外住宅地域 18 42（60） 99（159） 76（235）109（344）
団地　ニュータウン 2 7　（9） 16（25） 17（42） 15（57）
その他　町村 3 15（18） 42（60） 47（107） 50（157）
合　　　計 172 244 386 324 366
（416） （802） （1，126） （1，492）
※1　（）内は累計件数。
※2：大都市～12大都市（札幌，仙台，東京都23区，横浜，川崎，名古屋，京都，大阪，神戸，
　　　　　　　広島，北九州，福岡）。
　　　中都市～12大都市以外の人口15万人以上の都市。
　　　小都市～人口15万人未満の都市。
※3．中心商業地域～対象ショッピングセンターの地域が高級買回り品を志向する地域で市街地の
　　　　　　　　　　中心をいう。
　　　周辺商業地域～都市の周辺の商業地域であり，最寄り品を志向する地域をいう。
　　　団地・ニュータウン～1つの単位として計画・施行された大規模住宅地をいい，その施行主体が公
　　　　　　　　　　的機関か民間企業かを問わず，事業規模が50ha以上，計画人口が1万人以
　　　　　　　　　　上のものをいう。
　　　その他　町村～行政区画単位の「郡」に指定されている地域で前記以外のものをいう。
資料　商業ソフトクリエイション編『商業施設における駐車場の適正な整備に関する調査研究』
　　　（財）産業研究所，1993年，9ページより。
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使われるようになってきている3）。このようなマイカー普及率の高まりに加えて，高速道路・幹線
道路等のめざましい道路交通体系の拡充は，消費者の生活行動圏に一層の広がりをみせている。
　また，工場移転の跡地や旧国鉄用地の跡地等を再利用することで，遊休化した地帯や建物の老朽
化で活力を失っている商店街の近代化と団地建設構想等の都市再開発やニュータウンの計画・実施
が盛んにおこなわれている。このように市街地再開発事業や街路事業等によって，都市構造自体に
変化が生じてきている。現状ではすでに，新たなショッピングセンターの立地場所の多くが，都市
の中心商業地域から周辺商業地域や郊外住宅地域にシフトしている4）（図表1－2－1）。そのため，
商店街の中でもとくに「近隣型商店街」では，停滞感，衰退感が強まる傾向にあり，商店街・商業
集積の立地条件のあり方に対して，影響を及ぼしてきている5）。
　3．中小小売店と商店街の現状
　商業統計表速報（1991年）によると，わが国の小売業における店舗数は1，591．2千件であり，
1988年の調査と比較すると28．6千件の減少，1．8％のマイナスである。とくに，従業員規模1～49
人までの中小零細小売店店舗は，1982年の調査の1，715．1千件をピークに年々店舗数が減少続けて
おり，1991年には1，583．1千件となっている（図表1－3－1）。また，中小零細小売店（従業員規
模1～2人）の減少とは反対に，相対的に店舗規模が大規模化しており，とくに，従業員規模10
人以上の店舗のウエイトが高まってきている（図表1－3－1）。その上，中小小売店の企業形態
が，個人経営から法人企業化への比率が高まっており，その一方で支店数の増加傾向がみられ，多
店舗化が進展している6）。
　ところで，1990年に中小企業庁がおこなった全国の商店街への実態調査によると，最近の商店
図表1－3－1　小売業の商店数
商　　　　　店　　　　　数　　　　　　　（千件）従業員
K　模 1979年 1982年 1985年 1988年 1991年
1～2人
R～4人
T～9人
P0～19人
Q0～49人
1，022．1
S01．2
@176．0
@　47．6
@　21．1
1，036．0
S12．7
@187．9
@　54，2
@　24．3
940．0
S08．2
P90．4
T7．9
Q5．4
874．4
S22．1
Q14．0
V0．4
R1．4
847．2
S16．9
Q14．0
V1．9
R3．1
1～49人
T0人以上
1，668．0
@　　5．7
1．715ユ
@　　6，4
1，621．9
@　　6．7
1，612．3
@　　7．4
1，583．1
@　　8．1
合　計 1，673．7 1，721．5 1，628．6 1，619．8 1，591．2
資料　中小企業庁編集『中小企業白書（平成6年度版）』大蔵省印刷局，1994年，付属統計資計
　　　14ページより作成。
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図表1－3－2　最近の景況（過去との比較）
繁栄している 停滞及び衰退している
1981年度
P985年度
?X90年度
12．9％
P1．1％
W．5％
87．1％
W8．9％
X1．5％
資料　中小企業庁「商店街実態調査』1990年。
街の景況は，「繁栄している」が8．5％，「停滞している」が59，3％，「衰退している」が32．2％と
なっている。「停滞している」と「衰退している」を合わせると91．5％になるため，全体的に商店
街の景況はよくないことが，この調査からいえる7）（図表1－3－2）。また，商店街区内の店舗数
については，「少なくなった」という回答が48．4％を占めており，商店街での店舗数減少傾向が
徐々に現れてきている。その上，商店街別タイプでは，「近隣型商店街」，「地域型商店街」等の比
較的狭い商圏に位置する商店街の店舗数が減少していることも，特徴としてあげることができる8）。
　このため，環境変化に適合した中小小売店のあり方，商店街づくりに取り組むことの重要性が一
層求められており，中小小売店と商店街は大きな転換期にあるといえる。
注
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5）前掲「これからの大店法一改正大店法の見直しの在り方一』78ページ参照。
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皿　中小小売店の政策と課題
　1．流通政策と法的規制
　流通政策は，流通の望ましい状態を実現することを目的とする公共政策である1）。そのため流通
政策とは，政府が経済過程に対して策定・実施する公共政策としての経済政策のうち，流通部門で
現実に生起している問題を解決するための政策領域であるといえる2）。政策の第1の目的は，現実
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の流通経済の多種多様な矛盾や課題を是正し，解決する点におかれている。第2の目的は，現実の
流通経済に対し，あるべき目標の格差を克服し，解消し，そして新しい目標を設定していくことで
ある3）。
　ところで，流通政策は，種々の基準によって分類されているが，ここでは3つに大別してみるこ
とにする。第1に政策の主体として分類をすると，①国家の政策によるもの，②地方公共団体の政
策によるものがある。第2に政策根拠として分類をすると，①法律や条令によるもの，②行政指導
によるものがある。第3にその手段としての分類をすると，①規則や基準を定めるもの，②規制や
調整をおこなうもの，③助成措置をとるもの等に分類される4）。
　たとえば，通商産業省あるいは都道府県の所管である大型店の出店規制・調整は，大規模小売店
舗における小売業の事業活動の調整に関する法律（以下「大店法」と略す）により，大型店を新設，
増設する場合の「店舗面積」，「開店日」，「閉店時刻」，「休業日数」等を調整するものであるが，大
規模小売店舗審議会（以下大店審）における審議のほか，ときには通商産業省や都道府県の行政指
導による調整もおこなわれている5）。また，政策を維持・促進するために，生産者と小売業者（流
通業者）の間，小売業者と消費者の問には，一定のさまざまな法的規制や自主規制がしかれている。
その規制とは，①消費者保護に関する法的規制（訪問販売法，割賦販売法，製造物責任等），②競
争に関する法的規制（独占禁止法，大店法等），③商品に関する法的規制（特許法，商標法，家庭
用品品質表示法等），④価格に関する法的規制（価格カルテル，再販売価格維持行為［独占禁止法］
等，⑤広告・販売促進に関する法的規制（景品表示法，取引公正規約［業界内の取り決め］等）で
ある。このように，小売業者に対する流通に関する公共政策は，狭義では通商産業省を主体とする
規制，調整，および助成であり，広義では流通機能および流通機構を対象とするものを含んでい
る。
　また，流通政策は，次の3つの形態に区分することができる6）。第1に生産者，小売業者（流通
業者），消費者間において市場メカニズムが正しく機能するように仕向け，望ましい競争秩序を維
持するためのものである。第2に中小小売店の競争力を強力し，その経営能力や経営効率を向上さ
せることであり，環境変化への適応を促進させることである。
　たとえば，中小小売店の協業化を推進したり，中小小売店近代化のために種々の助成をおこなう
ことである。第3に流通業において，大型店の優越的な地位利用による市場支配がおこなわれない
ように配慮するものである。すなわち，大型店と中小小売店の競争条件が平等になるように大型店
の優i勢な競争上の地位を一定の制約のもとにおき，大型店と中小小売店の利害を調整しようとする
ことである。
　したがって，流通政策は，経済政策の目的と整合的な性格を持たなければならない。そのために，
国家の経済体制や経済発展の段階によって調和と協調が求められる規定がなされている7｝。このよ
うに，政策は，常に変転してやまない政治的・経済的・社会的諸条件に適応すべきことを離れて存
在しえない。中小小売店に対する政策効果は，政策そのものがもつ基本的意義に加えて，政策の保
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護，適応を受ける中小小売店自身の対応がきわめて重要である8）。
　2．中小小売店と規制緩和
　中小小売店は，現実にはそれぞれの小売店の業種・業態，相対的規模，資金力，経営の性格等が
きわめて多種多様であり，大型店とは，本質的に異なった多くの面をもっている9）。
　中小小売店経営の基本的な問題を，マクロ的視点とミクロ的視点でとらえてみることにする。マ
クロ的視点では，今日の自由主義経済社会において，大型店資本の脅威のなかで，中小小売店がお
かれている体制的な問題からみた不可避的な不安定性をもっている。それは，常に多くの中小小売
店が赤字，閉店，倒産の発生を免れない宿命的な経済構造をもっていることである。一方，ミクロ
的視点では，個別中小小売店の経営における社会性，合理性の問題からみた克服可能な安定性をも
っているともいえる。それは，個別中小小売店が赤字，閉店，倒産の回避に対処できる経営のあり
方をもっていることである。このように中小小売店経営は，相反する二重の側面をもっているとい
えよう’°）。したがって，マクロ的視点があるゆえに，中小小売店の保護を主軸として，中小小売店
の育成を加味し，自助努力を助長する中小小売店対策がなくてはならないといえる。近年，小売業
の廃業率の上昇，開業率の低下のなかで，中小小売店の減少傾向が顕著に現れてきている。
　とくに，現状でよく指摘される中小小売店経営の課題では，中小小売店の体質として「四ム」1’）
の店舗があるといわれている。それは，①小売業としてやる気がない店舗。②消費者志向の変化に
対応しない店舗，③流通業界の変化に対応しない店舗，④後継者がいない店舗，等がそれである。
大店法，その他の流通業界の規制緩和措置は，これを機会に中小小売店にとって，伸びる店舗とな
るか，または低迷し，やがて淘汰される店舗となるかが，はっきりと区別される時期がきたといえ
よう。
　ところで，「規制緩和」という言葉が使われるようになったのは，比較的新しく，1979年に
「OECD（経済協力開発機構）」の理事会勧告で，「ディレギュレーション」という言葉が登場した
のが始まりである。その意味としては，政府の規制介入を最小限にし，民間経済の活性化を促す趣
旨のものであり，それまでの「許認可の削減」に代わって，それ以後「規制緩和」という言葉が使
われるようになった12）。
　規制緩和の必要性については，1993年11月の経済研究会「規制緩和について」の報告で，「中
期・長期的には，自己責任原則と市場原理に立つ自由な経済社会を建設するために，規制緩和が不
可避である」と述べている。その目的として，第1に経済と産業の構造の変化を自律的に推進する
こと，第2に国民生活の質の向上を図ること，第3に国際的調和を図ること，第4に行政の役割と
責任領域を縮小すること，第5に行政運営の公正と透明性を確保すること，等があげられる13）。
　規制緩和は，中小小売店の個別店舗の思惑と立場によって受け取り方が違ってくる。自己店舗に
都合のよい規制は，それを維持するための働きかけをおこなうが，自己店舗に不都合な規制は，そ
れを廃止すべきための働きかけをおこなう。すなわち，許認可を受けられない小売店にとっては，
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参入障壁であり，許認可を受けている小売店にとっては，参入防壁となるからである。
　大きな潮流となっている規制緩和は，市場原理にもとつく原則自由・例外規制の立場にたって，
量的規制から質的規制への転換に中心がおかれている。このような方向のなかにあって，中小小売
店経営は，大型店との弱肉強食，優勝劣敗という構図のなかで生き残るべき対応が迫られている
14）o
　3．中小小売店の商業振興策
　中小小売店の商業振興策にあたっては，中小小売店が「大型店でないために」生じる問題をもつ
ことを重視し，大型店と区別して「中小小売店」を認識する必要性がある。そのうえ，中小小売店
の役割・貢献や存在意義を認めるからこそ，その問題を改善・解消するための政策の必要性が指摘
される’5＞。この基本的な問題意識に関して，大きく3つの立場から議論することにすると，第1は
中小小売店淘汰説，第2は中小小売店残存説，第3に中小小売店格差認識説である16）。
　第1の中小小売店淘汰説の基本的考えは，アダム・スミスに始まる古典派経済学の大規模経済利
益を前提にして，中小小売店の市場における規模の経済を指摘している。大規模経済利益をもたな
い中小小売店は，大型店との競争に負けて淘汰され，やがて市場から消滅すると考えられた。イギ
リスでは，経済合理性をもたない中小小売店は，淘汰され，消滅しても当然であるとの考え方が強
かったし，アメリカでは，「自由競争の大黒柱」，「大型店の対抗勢力」としての中小小売店の役割
や存在意識を認める考え方がみられた17）。
　わが国の場合は，中小小売店の比重が大きく，自然淘汰に委ねることは社会的安定性を欠く結果
となり，仮に淘汰が起こるとしても，その変化を緩やかなものにするために，保護的政策の対応が
主張されてきた18｝。
　第2の中小小売店残存説は，中小小売店淘汰説の裏返しのような形の考え方である。この中小小
売店残存説をここでは2つの理由から説明することにする。1つ目の理由は，アルフレッド・マー
シャルが『経済学原理』のなかで，“森の比喩”で説明をしているように，森では種から芽が出て，
苗木，若木となり，やがて大木となる。しかし，大木もしだいに活力を失って衰え，成長してくる
若木にとって代わられる’9）。
　たとえば，わが国の小売業の業態で振り返ってみると，「ダイエー」は，1957年に店舗面積53㎡，
従業員13名スタートした中小小売店であった。その後，スーパー・チェーンへの道を走り出し，
1972年には売上高が3，052億円となり，当時，売上高が2，924億円であった百貨店「三越」を抜き，
創業15年目にして小売業界の首位の座を射止めたのである。しかし，最近，百貨店・GMSは，バ
ブル崩壊による景気後退の影響もあるが，デスカウンターであるアウトレットストアやカテゴリー
キラー等による価格破壊攻撃が台頭してきているため，商品によっては，売上高の長期低迷が続く
傾向にある。
　2つ目の理由は，大規模経済利益を持たない中小小売店が，なぜ多数残存するのかという説明と
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して，①大規模経済利益が実現するためには，いくつかの条件が必要であること，②一定の条件の
もとでは，大規模経済利益に限界があり，その限界を超えるとかえって不利になること。③中小小
売店には，大型店にみられない独自の有利性があること，等があげられる2°）。すなわち，すべての
業種・業態において，大型店が比較優位であるとは限らず，中小小売店の業種・業態が適者生存と
して存在していることである。
　このように，中小小売店の成長や育成を促すため，あるいは生存させるために，ある一定の条件
として政策が必要であるといえる。
　第3の中小小売店格差認識説は，淘汰されることなく残存している中小小売店が，大型店と比較
して店舗設備，金融，市場取引，販売技術，労働条件，経済成果等の面で劣り，不利になっている
点である。この点は，わが国において最も明確な形で一般的に認識されている2’）。
　この格差を改善・解消するため，たとえば，共同化・協業化等の事業が推進されているように，
個々の力に限りがある中小小売店に対して，バックアップするような政策が必要となる。
　以上のように，どの説が一義的であるかを定まることは，なかなか困難である。中小小売店の原
動力は，消費者ニーズや小売業界の動き，そして，それを取う巻く経済環境によって左右されるの
が実態である。
　ところで，規制緩和措置により，大店法関連5法のうち，とくに今後重要となる商業振興策とし
て，従来の中小小売店の商業対策を強化し，都市環境と調和のとれた商業集積づくりを推進するた
めに，次の3法をあげてみることにする。
　第1に「特定商業集積整備法」22）である。大店法の規制緩和や消費者ニーズの多様化，高度化等
により，わが国の小売業を取り巻く環境の変化に対応して，魅力ある商業集積の整備の必要性が高
まっている。このため，民間事業者のおこなう商業集積の整備及びこれと地方自治体等の公的セク
ターが，一体的に設置する公共施設の整備を官民一体となって推進しいく。そして，中小小売店の
商業振興に配慮しつつ，商業の健全な発展と良好な都市環境の形成及び地域経済の発展を図るため
に，望ましい商業集積を整備していく必要がある。すなわち，「特定商業集積整備法」は，商業施
設（店舗）と商業基盤施設（コミュニティ施設，イベント広場等）及び公共施設（道路，下水道，
公園等）を一体的に整備するものである。
　第2に「民活法」23＞である。大店法の規制緩和等により，わが国の小売業を取り巻く環境が大き
く変化している。中小小売店がその変化について円滑に対応していくためには，中小小売店を単な
る物販の側面からのみとらえるのではなく，消費者の便利の側面や周辺地域住民の生活の側面にも
着目した小売業の高度化を図る必要がある。それは，地域における中小小売店の発展基盤となるた
めに，小売店店舗と一体的に整備されるコミュニティホール，駐車場等を備えた大規模な複合施設
が望まれる。すなわち，「民活法」は，地域の活性化およびその特色ある発展の要請に応えるため
に，民間事業者の能力を活用した商業基盤施設の設置を促進することである。
　第3に「中小小売商業振興法」24）である。中小小売店は，消費生活様式の高級化・多様化や交通
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体系・都市構造の変化等が進むなかで，業態間競争や都市間競争の激化が一段と予想される。この
直面した厳しい経営環境において，大店法の規制緩和が，これに拍車をかける状況になっている。
このような状況に円滑に対応できるよう，中小小売店の近代化，高度化に向けての努力に対する支
援を強化する必要がある。
　支援対象となる高度化事業計画は①商店街整備計画（商店街のアーケード等の整備，店舗の一斉
改装），②店舗集団化計画（新規立地点における商店街づくり），③共同店舗等整備計画（ショッピ
ングセンターの整備・拡充），④電子計算機利用経営管理計画（電算機による経営管理の合理化），
⑤連鎖化事業計画（ボランタリーチェーンの推進・拡充），⑥商店街整備等支援計画（街づくり会
社「公益法人等」による商店街の整備）があげられる。すなわち，「中小小売商業振興法」は，商
店街の整備，店舗の集団化，共同店舗等の事業を拡充し，中小小売店の商業振興を図り，国民経済
の健全な発展を寄与することである。
　このように，今後における新たな商業集積づくりとしては，大型店と中小小売店との共存共栄を
図るための店舗づくりが注目されている。
　これらの3法は，中小小売店の自助努力を支援し，近代化意欲と喚起を促し，商店街・商業集積
の形成に向けた商業振興等であることが理解できる。また，中小小売店の成立基盤は，消費者志向
においてほかになく，地域の消費者が求める生活の豊かさに応えられないような中小小売店は，仮
にいかなる強力な保護政策や商業振興策があろうとも存立の余地はないといえる25）。
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皿　大店法に係る規制緩和の実施
　1．大店法の運用見直し
　改正大店法附則第2条に規定されている改正法施行後2年以内の見直しをおこなうために，産業
構造審議会流通部会・中小企業政策審議会流通小委員会合同会議（影山衛司議長）では，このため
の審議を1993年U月8日より開始し，1994年1月28日に通商産業大臣に対して答申がとりまとめ
られた。通商産業大臣は，この答申を受け，規制緩和措置の具体的な実施に向けて，改正省令およ
び通達をユ994年4月1日に公布し，1ヶ月間の周知期間を経て1994年5月1日から大店法に係る規
制緩和が施行された。改正大店法の運用見直しに関する主要な規制緩和措置1）は，次の通りである。
（D調整対象となる案件の範囲の縮減
　①1，000㎡未満案件の原則自由化（通達で運用基準を明確化）。
　②軽微増床の範囲の拡大。
　③中小テナントによる店舗面積500㎡までの増床の原則自由化。
　④テナントの入れ替えの原則自由化。
（2）手続き関係の規制緩和
　①出張販売届け出の廃止。
　②5条の「一括届け出原則」の緩和。
　③届け出書類，添付資料等の簡素化。
（3）閉店時刻，休業日数関連規制の緩和
　①閉店時刻の届け出不要基準を午後7時から午後8時に延長。
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　②休業日数の届け出不要基準を年間44日から年間24日に削減。
　③年間60日，1時間までの閉店時刻の軽微な変更を自由化（軽微な変更の範囲を省令で設定）。
　④年間2日までの休業日数の臨時的な削減を自由化（軽微な変更の範囲を省令で設定）。
（4）その他
　①地方公共団体による行き過ぎた独自規制問題に対処するための窓口設置。
　②輸入品専門売り場特例法の資料の簡素化。
　以上のような点が，今回の大店法に係る規制緩和措置である。
　1992年1月31日に施行された改正大店法では，①出店調整の枠組みは維持すること，②調整対
象，調整処理手続き，調整内容の面では，消費者ニーズの変化に対応し，厳しい経済情勢の中での
消費需要を喚起させること，③小売業者に対して事業再構築を支援し，中小小売店と大型店との共
存共栄をはかること，等2）の観点を踏まえた抜本的な規制緩和をおこなうことが必要であることの
結論であった。
　今回の大店法に係る規制緩和は，①1992年の改正大店法のもとで，大店法の規制がすでに大幅
に緩和されていること，②バブル崩壊後の厳しい経済情勢の中で，出店の自由化は中小小売店の廃
業を加速する懸念があること，③消費者に高齢化社会の到来による良好な生活環境の確保を考慮す
ること，④大型店の出店の自由化は，必ずしも消費者の利益につながるものではないと消費者代表
から表明されたこと，等3）の理由があげられる。このことから，中小小売店に対しては，最大限の
配慮をおこなって大店法の枠組みを維持し，一方，大型店に対しては，閉店時刻，休業日数，出張
販売等の要望を緩和した。すなわち，大店法そのものは改正せず，運用を改正することで緩和措置
を講じたといえる4）。
　わが国の規制は，経済的規制，社会的規制ともに，大幅に行政の裁量に委ねられている。経済改
革研究会の報告によると，経済的規制については，「原則自由・例外規制」の基本的な考え方であ
り，社会的規制については，「透明・簡素化」の方針を示している5）。いずれにせよ，大店法の規制
緩和が持つ意義は大きく，大型店のみならず中小小売店にとっても新しい体質への転換を意味して
いる。
　2．規制緩和の実施状況
　1994年5月1日から施行された大店法に係る規制緩和を受けて，大型店では営業時間延長，年
間休業日数の削減が盛んにおこなわれている。
　本節では，第1種大規模小売店舗及び第2種大規模小売店舗の1月から5月までの3条届け出件
数の推移とそれに伴う1，000㎡未満の案件について考察し（図表IH－2－1），さらにGMS，　SM，
専門店，百貨店における規制緩和の実施状況について，その動向を紹介することにする（図表皿一
2－2，図表皿2－3，図表一2－4）。
（1）1，000㎡未満の「おそれなし届け出」について
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図表皿一2－1　3条届け出件数の推移 （単位：件）
1月 2月 3月 4月 5月
第1種届け出 13 29 28 29 41
第2種届け出 64 71 79 59 124
合　　　計 77 100 107 88 165
1，000㎡未満の案件
i第2種に占める割合％）
　16
i25％）
　17
i24％）
　34
i43％）
　21
i36％）
　88
i80％）
資料：産業タイムズ社発行『商業施設新聞』8月23日号より。
　1994年5月の3条届け出件数は，第1種大規模小売店舗が41件，第2種大規模小売店舗が124
件，合計で165件となっている。規制緩和措置実施前の4月と比較してみても第1種大規模小売店
舗が141．4％（12件増），第2種大規模小売店舗が210．2％（65件増），合計で187．5％（77件増）と
なり，改正法下での月別届け出件数としては最高の数字である。そのうち，1，000㎡未満の案件の
届け出件数は88件あり，規制緩和措置実施前の4月と比較して419．0％（67件増）と大幅な増加を
示した。また，1，000㎡未満の案件の届け出件数は，第2種種大規模小売店舗に係る届け出件数で
の中で全体の80％を占めており，5月における増加分の大半が1，000㎡未満の案件による増加であ
るといえる6＞。
　なお，当分の間，3条届け出申請件数は，前年同月と比較して増加するものと予測される。
（2）閉店時刻の延刻について
　営業時間の変更状況は，GMSにおいて60％近くの店舗が閉店時刻を延刻し，そのうち80％以上
の店舗が午後8時までの営業となっている。
　SMでは，大店法に係る規制緩和以前から午後8時以降でも営業している店舗が40％以上あり，
比較的営業時間は長くなっていた。しかし，今回の大店法に係る規制緩和においては，40％以上
の店舗が閉店時刻の延刻をしている。また，専門店では，ホームセンター，家庭電器店等の独立店
舗より，テナントとして出店をしている衣料ファッション業態等が，店舗の閉店時刻を延刻してい
るところが多いη。
　一方，百貨店においては，東京・池袋地区で西武池袋店，東武池袋店が5月1日より閉店時刻を
午後8時まで延刻し，営業時間を1時間延長している。銀座・有楽町地区では，個々の百貨店の開
店時刻が午前10時，午前10時30分，午前11時とバラバラであるが，9月1日より閉店時刻を午後
7時30分に繰り下げて営業を行っている。また，新宿地区の小田急新宿店，京王新宿店は，9月
1日より食品売り場だけを延刻して営業を行っている。大阪・梅田地区では，阪急梅田店，大丸梅
田店，阪神百貨店がそろって9月1日より開店時刻と閉店時刻をそれぞれ30分繰り下げ，営業時
間を午前10時30分から午後7時30分に変更した8）。
　営業時間の延長の成否をいうのは困難であるが，①売り場の一部を延長する案，②全店共通で営
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図表皿一2－2 営業時間の変更状況
改正前の営業時間パターン 店舗数 構成比％ 改正後の営業時間パターン 店舗数 構成比％
9：30～18：30 4 0．3 9：30～18：30 2 0．2
9：30～19：00 9 0．7 9：30～19：00 2 0．2
10：00～18：30 4 0．3 10：00～18：30 2 0．2
10：00～19：00 535 40．4 10：00～19：00 77 5．8
10：00～19：30 318 24．0 10：00～19：30 68 5．1G 10：00～20：00 369 27．9 10：00～20：00 1099 83．1
10：00～20：30 5 0．4 10：00～20：30 5 0．4M 10：00～21：00 18 1．4 10：00～21：00 20 1．5
10：00～22：00 9 0．7 10：00～22：00 12 0．9
S 10：30～19：30 2 0．2 10：30～19：30 2 0．2
11：00～19：00 19 1．4 11：00～19：00 19 1．4
11：00～19：30 2 0．2 11：00～19：30 3 0．2
11：00～20：00 11 0．8 11：00～20：00 13 1．0
小　　計 1323 100 1323 100
9：00～18：00 1 0．2 9：00～18：00 1 0．2
9：30～19：00 15 2．4 9：30～ユ9：00 3 0．5
9：30～19：30 7 1．1 9：30～19：30 1 0．2
9：30～20：00 2 0．3 9：30～20：00 13 2．1
9：30～21：00 2 0．3 9：30～21：00 2 0．3
10：00～18：30 11 1．7 10：00～18：30 9 1．4
S 10：00～19：00 208 32．9 10：00～19：00 43 6．8
10：00～19：30 103 16．3 10：00～19：30 8 1．3
M 10：00～20：00 157 24．8 10：00～20：00 426 67．3
10：00～20：30 6 0．9 10：00～20：30 6 0．9
10：00～21：00 92 14．5 10：00～21：00 91 14．4
10：00～21：30 8 1．3 10：00～21：30 8 1．3
10：00～22：00 15 2．4 10：00～22：00 15 2．4
10：00～23：00 6 0．9 10：00～23：00 7 L1
小　　計 633 100 633 100
9：30～19：00 43 3．2 9：30～19：00 38 2．8
9：30～20：00 2 0．1 9：30～20：00 4 0．3
苗 10：00～19：00 758 56．4 10：00～19：00 483 36．0寸 10：00～19：30 192 14．3 10：00～19：30 115 8．6?
10：00～20：00 307 22．9 10：00～20：00 646 48．1?
10：00～20：30 21 L6 10：00～20：30 21 1．6
10：00～21：00 19 1．4 10：00～21：00 35 2．6
小　　計 1342 100 1342 100
資料：商業界『販売革新』（1994年9月号），175ページ参照。
　　　　　センセン同盟流通部会調査より，調査対象組合（1994年6月調査），GMS20組合，　SM20
　　　　　組合，専門店20組合。
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図表皿一2－3　休業日の変更状況
改正前
x業日
GMS
X舗数
SM
X舗数
専門店
X舗数
改正後
x業日
GMS
X舗数
SM
X舗数
専門店
X舗数
44日以上
¥成比　％
27
Q％
13
R％
　76
P4％
44日以上
¥成比　％
　　6
O．5％
11
Q％
　68
P2％
43～25日
¥成比　％
559
S2％
162
R3％
257
S7％
43～25日
¥成比　％
98
V％
18
S％
183
R3％
　24日
¥城比　％
508
R8％
194
R9％
43
W％
　24日
¥成比　％
870
U5％
329
U7％
125
Q3％
24日未満
¥成比　％
248
P8％
121
Q5％
172
R1％
24日未満
¥成比　％
368
Q8％
132
Q7％
172
R2％
合　　計
¥成比　％
1342
P00％
　490
P00％
　548
P00％
合　　計
¥成比　％
1342
P00％
　490
P00％
　548
P00％
資料　図表皿一2－2と同じ。なお営業時間の店舗数と同一ではない。
図表皿一2－4　主な百貨店の営業時間・休業日の変更状況
変更 変更後の来店客の 休業日の削減は5月より
営業時間
時期 対前年伸び率　％ 実施（年間）
三越銀座店 10：30～19：309月 0％ 44日→24日
大丸東京店 10：00～19：309月 ▲　3％ 44日→24日
小田急新宿店 ☆10：00～19：309月 2％ 44日→24日
京王新宿店 ☆10：00～19：309月 4％ 44日→24日
東武池袋店 10：00～20：005月 16％◎ 44日→24日
阪急梅田店 10：30～19：309月 ▲　2％ 44日→24日
阪神百貨店 10：30～19：309月 1％ 44日→24日
大丸心斎橋店 10：30～19：309月 5％ 44日→24日
そごう大阪店 ☆10：00～20：005月 9％◎ 44日→24日
近鉄阿倍野店 ☆10：00～20：006月 7％◎ 44日→24日
※1：☆は一部フロアのみ変更，店舗により土・日は営業時間が異なる。
※2：変更後の来店客の対前年伸び率は，9月中旬まで。
※3：▲は減少，◎は8月実績。
資料：日本経済新聞社発行『日経流通新聞』1994年9月27日号より作成。
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業時間を延長する案（開店時刻の繰り下げ案を含む），③土・日・祭日だけを延長する案等が考え
られる。とくに，仕事を持つ主婦や勤め帰りのOL層の需要を確実に捉えるためには，何時の閉店
時刻がいいのか，まだまだ暗中模索が続きそうである9）。
（3）休業日の減少について
　営業休日の変更状況は，GMSが年間休業日25日以上の店舗が44％から7．7％に減少しており，
大店法に係る規制緩和に伴い休業日を減少している。SMでは，大店法に係る規制緩和以前ですで
に休業日が24日以下の店舗が64％あったが，大店法に係る規制緩和でさらに増え，休業日が24日
以下の店舗が94％となり，GMSと同様に休業日は減少している。また，専門店では，大店法に係
る規制緩和以前で休業日が25日以上の店舗が45％を占めている。現在，テナントとして出店をし
ている店舗は，デベロッパーによる変更があるものの，それ以外ではとくに大きな動きはなく，他
店舗の様子をみている状況である1°）。
　一方，百貨店においては，大店法に係る規制緩和に伴い休業日数が年間44日から24日まで届け
出不要になったため，個々の店舗が5月より休業日を減少し，営業日の増加に努めている。個々の
店舗で店内表示や新聞広告等で，各月の休業日を告知し，営業日の増加に対する周知策を展開して
いる。営業日の増加については，まだ消費者に周知が行き届いていないと考えれば，まずまずのス
タートといえる。今後は，他の営業日と同等の売上高を確保すべき対策が必要であるU）。
　3．中小小売店の影響
　GMS・百貨店等の大型店は，大店法に係る規制緩和に伴い営業時間の延長や営業日の増加をお
こなっており，それによって地域商店街や中小小売店が受けている影響についてみることにする。
　大店法に係る規制緩和以前においては，たとえば大型店が閉店する午後7時以降の商店街への来
街者は極端に減少し，明かりを消す中小小売店が多かった。現時点における大型店の営業時間の延
長は，商店街や中小小売店からあまり批判的な意見は聞かれず，その上，商店街や中小小売店にと
ってマイナスになる材料が見当たらないことから大きな影響を及ぼすとは考えられにくい。大型店
の営業時間の延長は，大型店のもつ集客力を考慮すれば，これを機会に中小小売店も営業時間の延
長を検討する必要があるといえる。しかし，24時間営業のコンビニエンス・ストアは，大型店・
中小小売店が閉店した後，コンビニエンス・ストアの天下であったが，大型店・中小小売店が営業
時間を延長することに伴い商品によっては，微妙に影響を受けてくるものがあるといえる12）。
　一方，核となる大型店が休業日にあたると消費者が街に出てこなくなり，人の商店街への回遊も
めっきり少なく，このため中小小売店は開店休業状態に陥りやすかった。しかし，大型店の営業日
の増加は，中小小売店にとって大型店が休業日であった時と比較して売上高が好転しており，さら
に中小小売店の中には，これに合わせて営業日を増加している店舗も出てきている。このように大
型店の営業日の増加は，営業時間の延長と同様に商店街や中小小売店にとって大きな影響を及ぼす
とは考えられにくい。だが，地域によっては，ジワジワと影響の度合いが出てくると脅威を感じて
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いる商店街や中小小売店もあり，今後の動向に注目する必要がある。
　大店法に係る規制緩和に伴い中小小売店は，この状況を従来の商売の延長戦上で考察するのでは
なく，従来型中小小売店からの脱却を視野に入れ，商店街と中小小売店の優位性，商圏の市場性，
将来性等の状況を踏まえ，創造的な店舗づくりにチャレンジするとの認識にたつ必要がある。地域
商業が持っている共通の問題解決に向けて，大型店と中小小売店が手を組み，新たな共生の道を探
ることが，商店街や中小小売店の活性化を目指していく上で重要なのである。
注
1）詳細については，通商産業省商務流通流通産業課編『大店法に係る規制緩和の実施について，（別紙〉大店法に
　係る規制緩和メニューの概要j1994年，1～4ページ，参照。並びに日本百貨店協会編『改正大規模小売店舗
　　法の運用見直しに関する省令・通達集』1994年，参照。
2）通商産業省産業政策局流通産業課編者rこれからの大店法一改正大店法の見直しの在り方一』（財）通商産
　　業調査会，1994年，31ページ参照。
3）日本経済新聞社発行『日経流通新聞」1994年1月29日号，参照。
4）日本経済新聞社発行『日経流通新聞』1994年1月27日号，参照。
5）西川潤稿「経済教室」，日本経済新聞社発行，『日本経済新聞』1993年12月27日号，参照。
6）産業タイムズ社発行『商業施設新聞』1994年8月23日号，参照。
7）斎藤泰弘稿「午後8時営業のMD＆オペレーション」，商業界『販売革新」（1994年9月号），174ページ参照。
8）日本繊維新聞社発行『日本繊維新聞』ユ994年8月26日号，参照。
9）日本経済新聞社発行「日経流通新聞』1994年9月27日号，参照。
10）前掲『販売革新』（1994年9月号），174ページ参照。
11）日本経済新聞社発行『日経流通新聞』1994年6月7日号，参照。
12）日刊工業新聞社発行『流通サービス新聞』1994年8月5日号，参照。
V　商店街における中小小売店の今後の展望
　1．商店街近代化事業の必要性
　商店街をはじめとする小売商業施設は，その都市のイメージを代表するものであり，「商店街は
都市の顔」といわれている1）。都市づくり，街づくりのなかに商業，商店街をしっかりと位置づけ
て，魅力ある中心商店街をもつことが必要であり，そして，それをサポートし，機能を分担する質
的にすぐれた商店街があることが，いまや魅力ある都市の重要な要件となってきている2）。そこで，
商店街の近代化事業戦略として，商店街の機能を3つの側面からとらえて述べることにする3）。
　第1は，マーチャンダイジング機能である。商店街は，消費者にとってコンパリゾン・ショッピ
ング性やワンストップ・ショッピング性があることが求められている。商店街の果たす役割として
は，「コンビニエンス」，「デイリー」，「カジュアル」，「ファッション」等のコンセプトをもったマ
ーチャンダイジング機能が必要である。したがって，個々の中小小売店のマーチャンダイジング機
能はもちろんのこと，商店街全体としてのマーチャンダイジング機能を果たすことが重要である。
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　たとえば，「近隣…型商店街」では，食料品，日用品等の最寄り品が，ワンストップ・ショッピン
グの便利さで提供できることであり，「地域型商店街」では，最寄り品に加えて，実用衣料品やス
ポーッ用品等の買回り品の提供も必要となってくる。このように購買頻度の大きな日常生活関連商
品の提供ができる業種・業態がそろっていることが，商店街の基本的なマーチャンダイジング機能
であるといえる。
　第2は，複合商業施設サービス機能である。商店街がもっているショッピングの安全性，快適性，
そして公共サービス等を含めて消費環境の変化に適合した商店街に変身していくことである。繁栄
していく商店街の要件は，①人が主役，人間性を重視した街であること，②安全性を確保した街で
あること，③快適な街であること，④明るく，楽しさのある街であること，⑤優しさのある街であ
ること，等があげられる4〕。
　商店街が競争力を強化するためには，歩車道分離，歩行者天国等の実施によって安全性を確保し，
アーケード，カラー舗装，街路灯，駐車場等の設置によって快適性を高め，そして市民のための行
政施設や文化施設による公共サービス等があることが望まれる。すなわち，商店街から街への発想
転換が必要になってきており，複合商業施設サービス機能は，消費者の期待に応えるために環境が
整備された商業施設の充実を図り，競争関係にある大型店や商店街と差別化し，個性ある商店街に
脱皮していくことが求められている。
　第3は，集客力アップ機能である。言い換えると商店街における販売促進活動による顧客つくり
である。中小小売店では，接客を通じての顧客管理台帳が主流であるが，商店街として広く普及し
始めたPOSシステムをネットワーク化していけば，集客力アップを図る有力な武器となるはずで
ある5）。さらに，商店街の顧客の固定化を促進させる手段として，最近話題となっているプリペイ
ドカード，スタンプサービス，クレジット等の導入を積極的に図ることも必要である。その上，顧
客吸引力の高い商店街を創造するためには，日常の顧客に対して少しでも楽しいショッピングの場
を提供し，サービスを演出していく努力が必要である。商店街が実施するフェスティバルやキャン
ペーン，イベント活動においては，顧客とのコミュニケーションによって商店街の組合員自身が楽
しくおこなわなければ，催事は盛り上がらない6）。
　これらの機能を十分検討し，他の商店街の成功例を研究し，商店街自身の力に見合ったものを導
入することが望まれる。また，商店街は，地域の条件によってすべて性格が異なり，地域の自然
的・歴史的・社会的風土に負って存在している。商圏の大きさ，購買力人口，商圏内の生活者のラ
イフスタイル等を配慮した商店街の近代化事業戦略の推進が重要である。
　2．中小小売店とスクラム経営
　中小小売店は，大店法の規制緩和，国際化，情報化，バブル崩壊後の景気後退による収益力の悪
化等より，ますます不安定な状態を深めている。このような状況に，中小小売店はどう対応してい
くか，大型店にどう太刀打ちしていくか，という視点から考える戦略としては，共同化，協業化す
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ること，つまりスクラム経営が有効な戦略である7）。
　スクラム経営の前提となるのは，組織化である。組織化とは，第一義的には「組織をつくること」
である。中小小売店は，経営者の高齢化，後継者難，収益の悪化等，以前にくらべて格段の経営力
が必要とされているなかで，異質多元であり，個々の中小小売店が抱える問題や程度も異なってい
る。したがって，形式的な組織ではなく，多様で実質的な組織化が必要になる8》。
　中小小売店の組織化を定義すると「複数の中小小売業者が，特定の目的のために，計画的・秩序
的・継続的に，その力を組み合わせる自主的な体系である。」ということができる9）。
　中小小売店の組織化がもつ第1の役割は，弱い立場にある中小小売店が，スクラムを組み合理的
に力を合わせること，すなわち，組織化することによって，強い力を発揮することができる。その
力とは，①内部経営においては，物的生産性の向上という効果を生むこと，②対外的な面において
は，交渉力の強化，すなわち価値実現力を得ること，等がもたらされる。この場合，中小小売業者
が，その力をあわせるということは，そのもっている精神・資本・労働を出しあうことであり，労
働のなかには，知的労働も含まれる。協同組織においては，とくに，相互扶助の精神を出しあうこ
とが大切であり，それが基盤である’°）。
　中小小売店の組織化がもつ第2の役割は，中小小売業対策推進の足場としての組織化である。中
小小売店を発展させるために，中小小売業政策があり，具体的な施策が実施されている。そして，
中小小売店が，多様な施策を利用するためには，施策の普及条件や施策効率の推進母体において，
施策の受容体＝受け皿としての組織が必要となる。中小小売店の組織化は，「施策の受け皿機能」
としての重要性が高いといえる1’）。このように，中小小売店の組織化は，中小小売業政策の中心的
や役割を担うものとして，期待されるのである。
　すなわち，中小小売店における組織化は，個々の中小小売店内部での組織化ではなく，中小小売
店間の組織化である。中小小売店相互の利益を主な目的とした意図的な組織形成であり，中小小売
店以外の構成員を含むこともあるが，あくまでも中小小売店が構成員の中核となり，多数を占める
組織の形成である12）。
　そこで組織化によるスクラム経営の効果について要約してみることにする13）。
①中小小売店の経営体質強化や取引上の向上に役立つこと。個々の中小小売店は，大型店と比較
して経営資源が質的・量的に不十分なために，研究・開発・企画力，集客力，販売力，資金力，情
報力，取引力，管理力等が脆弱性であるといえる。このような中小小売店が組織化することによっ
て，相互に経営資源・機能を結集し，地域商業のなかで差別化された個性を発揮することである。
　②組織化によって中小小売店の競争力を強化することに役立つこと。独占力や強い競争力をもつ
大型店等に対して，中小小売店が組織化することによって「拮抗力」を形成することになり，地域
経済社会において，中小小売店としての競争力を維持・促進することである。
　③利害対立の調整に役立つこと。中小小売業分野は，一般に参入障壁が低く過度競争14）　eこ陥りや
すい状態にある。とくに，大型店の出店・増床に対しては，地域中小小売店と大型店との間や地域
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住民，地域消費者との間等に，利害の対立が生じることがある。そのために，地域の中小小売店が
共倒れになり，地域の経済的混乱や地域社会の不安定をもたらすことがある。中小小売店の組織化
は，これらの利害の対立を調整することである。
④地域の活性化に役立つこと。組織構成員である中小小売店だけではなく，その組織が関係する
集団（業界，産地，商店街等）全体について，指導・教育，環境整備，情報，調査・研究，販売促
進等の事業により，効率性の追求と消費者ニーズとが調和する戦略を構築することが可能となる。
　要約すると，以上の4点があげられる。中小小売店の組織化によるスクラム経営の展開は，地域
の中小小売店を取り巻く経営環境に前向きに対処し，中小小売店の現代的経営に，大きな影響をお
よぼすものといえる。
　3．むすび
　21世紀を目前に控えた中小小売店にとっては，消費者の意識，規制緩和，商業環境等あらゆる
ものが，従来の常識では対応できないほど変化し続けてきている。最近，経済，経営ジャーナリズ
ムを賑わしている「リエンジニアリング」は，抜本的プロセス革新といわれているが，その源流は，
日本的経営の中に求められており，日本の経営の国際競争力の評価に絡む問題を含んでいる。特徴
としては，①抜本的・帰納的改革，②プロセス志向の改革，③全社的による継続的改革，の3つの
運動に集約される15）。とくに，流通業界におけるリエンジニアリングは，顧客志向，顧客満足
（CS）の向上による競争力の回復，向上を目指している。
　中小小売店は，世の中の変化に対応し続ける必要があり，変えられる部分を意識しなければなら
ない。それは，いかにしたら顧客満足を得られるかの状況分析と検討をおこない，日々の商売を
「実直」に「実行」し「実績」をあげる「三実主義」15〕を徹底することである。中小小売店は，こ
の環境の中で規制緩和の問題と関連して，いかに対応すべきかが問われているのである。違った視
点からみれば，もしかしたら，中小小売店にとって，自店の真のライバルは，昨日の自店であるか
も知れないといえる。
　中小小売店は，対象とする市場が新市場であるか，旧市場であっても切り口が新しい場合であっ
たり，経営システムが，今までにない新しい技術であったり，経営資源の組み合わせが新しい場合
には，ニュービジネス1ηの発想につながることになる。ニュービジネスの登場が，中小小売業の活
性化につながり，国内ばかりか世界に向かって，日本の中小小売店は，日本発の小売り業種・業態
として，世界の舞台に羽ばたく中小小売店になる内容を生み出すことを期待したい。
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